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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、社会の一員として健全な社会倫理・価値観を社会と共有しながら、法令・定款・社会規範を遵守し、株主、顧客、従業員とその家
族、取引先、債権者などの当社グループの利害関係者（以下「利害関係者」といいます。）と良好な関係を構築するとともに、人々の良質な暮らし
の実現のために、他にない技術の提供を通じて、原油・天然ガス生産業をはじめとする流体を扱う多様な産業、航空宇宙、透析医療などの暮らし
の根幹分野で創造的な貢献を果たすことを経営の理念とし、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指します。（『基本方
針』第1条第1項）

当社グループは、意思決定の透明性、公正性を確保するとともに、迅速・果断な意思決定により、経営の理念を実現することが目指すべきコーポ
レート・ガバナンスの要諦と考え、次の基本的な考え方に沿って、当社グループの発展段階に適合する最良のコーポレート・ガバナンスの構築に
取り組みます。

・株主の権利を尊重し、平等性を確保します。

・利害関係者の利益を尊重し、適切に協働します。

・当社グループの情報を適切に開示し、透明性を確保します。

・経営の監督と執行の分離の実効化に努めます。

・独立社外取締役、独立社外監査役、内部監査人および外部会計監査人との連携による経営の実効的な監督・監査を確保するとともに、業務執
行部門が事業の収益性向上に注力できる環境をグループ内に整備します。

・中長期的な株主利益を投資方針として有する株主との間で建設的な対話を行ないます。

当社グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本方針の詳細は、『日機装グループのコーポレート・ガバナンス基本方針』（以下『基本方針』
といいます。）に記載しています。

https://www.nikkiso.co.jp/company/governance/

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則4-1③　最高経営責任者等の後継者計画】

社長の後継者計画については、当社の中期経営計画「Nikkiso 2025」を含む当社の経営戦略を適切に指導、実践していくリーダ－としての資質、

経験、見識を備えた経営者を、先入観を持たず、社内外を問わず選ぶことが肝要ではないかと考えています。当社取締役会は、必要に応じて、後
継者計画を必要とする時期の見極めも含めて、適切に監督します。また、取締役会が社長の後継者計画を適切に監督できるよう、社外役員の意
見・助言を積極的に活用します。

【補充原則4-2①　経営者の報酬決定手続】

当社では、独立した諮問委員会を設置していませんが、取締役の報酬について、持続的な企業価値の向上を目指す取締役の職責の対価として
適切な報酬となるよう、会社業績のほか職務の内容・執行状況を総合的に勘案し、決定しています。また、取締役の報酬等に関する原案は、事前
に独立社外役員に対してこれを説明し、その助言をうけたうえで、取締役会に上程します。取締役の報酬等の具体的配分については、上述の方
針に基づき決定することを前提に、取締役会で代表取締役に一任しています。

【補充原則4-3②　CEOの選解任手続】

当社では、独立した諮問委員会を設置していませんが、CEOの選任に際しては、事前に独立社外役員にその原案を説明し、その助言をうけたうえ
で、これを取締役会に上程します。

【補充原則4-3③　CEOの解任手続】

当社では、独立した諮問委員会を設置していませんが、CEOの解任に際しては、事前に独立社外役員にその原案を説明し、その助言をうけたうえ
で、これを取締役会に上程します。

【補充原則4-10①　独立した諮問委員会の設置】

当社は、独立した諮問委員会を設置していませんが、独立社外役員連絡会を開催することにより、取締役の指名・報酬等の重要な事項に関して、
独立社外取締役の適切な関与・助言を得ています。

【原則5-2 経営戦略や経営計画の策定・公表】

当社グループは、社会の一員として健全な社会倫理・価値観を社会と共有しながら、法令・定款・社会規範を遵守し、株主、顧客、従業員とその家
族、取引先、債権者などの当社グループの利害関係者と良好な関係を構築するとともに、人々の良質な暮らしの実現のために、他にない技術の
提供を通じて、原油・天然ガス生産業をはじめとする流体を扱う多様な産業、航空宇宙、透析医療などの暮らしの根幹分野で創造的な貢献を果た
すことを経営の理念とし、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指します。具体的な経営計画として、６カ年の中期経営
計画「Nikkiso 2025」（2020年12月期～2025年12月期）を策定し、当社ホームページに公開しています。

（https://www.nikkiso.co.jp/ir/management/plan.html） 今後、戦略的・計画的な事業ポートフォリオの見直しや、設備投資・研究開発投資・人材投

資等を含む経営資源の配分等に取り組むとともに、それらの施策に関する株主への一層の説明に努めてまいります。
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【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4 政策保有株式】

当社は、取引先等との安定的・長期的な取引関係の構築・業務提携・取引関係強化等の観点から、当社グループの持続的な成長と中長期的な企
業価値の向上に資すると判断した場合、当該取引先等との株式を保有することがあります。政策保有株式は、中長期的な経済合理性や、当該取
引先等との関係の維持・強化の観点からその保有効果等について定期的に検証し、その結果を取締役会に報告しています。なお、政策保有株式
の縮減や保有適否は、資本コストを用いた検証方法のほか、さまざまな便益等を総合的に勘案し判断してまいります。政策保有株式の議決権の
行使については、株主価値が大きく毀損される事態やコーポレート・ガバナンス上の重大な懸念が生じている場合などを除き、取引先等との関係
強化に生かす方向で議決権を行使します。なお、当社は、当社の株式を保有している取引先から株式の売却の意向が示された場合には、その売
却を妨げません。また、当社の株式を保有している取引先と、経済合理性を欠くような取引は行いません。

【原則1-7 関連当事者間の取引】

取締役会は、当社が役員や主要株主等の関連当事者と取引を行なう場合に、当該関連当事者間取引が当社や株主共同の利益を害することのな
いよう、金額の多寡、取引形態、定性的な重要性に応じて、事前承認などの適切な監視を行ないます。（『基本方針』第8条）　当社は、会社法に基
づき取締役と会社間の利益相反取引について取締役会の事前承認を得ることに加え、「関連当事者の開示に関する会計基準」に基づき当社と役
員およびその近親者、主要株主等との取引について開示を行ないます。

【原則2-6 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、企業年金の積立金の運用が従業員の安定的な資産形成に加えて当社の財政状態にも影響を与えることを踏まえ、コーポレート部門の
部門長等で構成する資産運用委員会において、運用の基本方針や政策的資産構成割合の策定および見直しを行うとともに、その運用状況の評
価を実施することとします。（『基本方針』第14条）

【原則3-1 情報開示の充実】

当社は、経営方針として中期経営計画を当社ホームページに開示しています。（https://www.nikkiso.co.jp/ir/management/plan.html）

コードの各原則を踏まえた、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方については、『基本方針』第1条および第2条、取締役会が経営陣幹
部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続については、第 32条に記載しています。 取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方

針と手続、取締役・監査役候補の選解任については、『基本方針』第23条、第24条に記載しています。

【補充原則4-1-1 経営陣に対する委任の範囲】

当社は、重要な業務執行の決定について取締役会に付議し、個別の業務執行は社長その他の経営陣に委ねています。さらに、社長を最終決裁
者とする事項と事業本部長に権限委譲する事項、当社が決裁すべき事項と関係会社に権限委譲する事項を明確に区分し、統制のとれた効率的
で迅速な意思決定と業務執行を確保します。事業本部長・関係会社社長は、当社社長から権限委譲された事項の執行について、さらに下位に職
務権限を委譲し、意思決定と業務執行の効率性と迅速性を加速させます。（『基本方針』第17条）

【原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、独立社外取締役の独立性判断基準として、㈱東京証券取引所が定める独立性基準を採用します。本基準の解釈・適用にあたっては、当
社の業務執行から独立して客観的かつ専門的立場から取締役の意思決定と職務執行を監督する役割を十分に果たすことを可能とするため、当
社との間に社外取締役としての関係以外に、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係がなく、株主と利益相反が生じるおそれが
ないか否かを実質的に判断します。（『基本方針』第25条第1項）

【補充原則4-11-1 取締役会のバランス・多様性および規模に関する考え方】

取締役会の人数は、定款に基づき9名以内とし、そのうち2名以上は独立社外取締役とします。また、取締役会は、優れた人格、見識、能力、豊富
な経験を有していることを前提に、事業遂行に関わる基本的な価値観を当社グループと共有し、経営理念に共感できる者で構成することを基本と
して、さらに取締役会の機能の実効性を確保する観点から、多様性に配慮した構成とします。（『基本方針』第21条）

【補充原則4-11-2 取締役・監査役の兼任状況】

『定時株主総会招集ご通知』に添付する事業報告に取締役および監査役の重要な兼任状況を記載しています。独立社外役員は、当社以外に3社
を超えて他の上場会社の取締役・監査役を兼任しないことを原則とします。

【補充原則4-11-3 取締役会全体の実効性の分析・評価】

当社は、取締役会の実効性の分析・評価については、社外役員を含む全役員に対して取締役会の実効性に関するアンケートを実施し、その結果
および改善する課題について取締役会で議論を行なっています。評価の結果は、大多数の質問項目につき、適切に実施できているとの回答が高
い割合を占めました。一方で、会議資料および役員教育の充実化を課題とする回答も複数ありました。今後はこれらの課題に取組み、更なる取締
役会の実効性の向上に努めます。

【補充原則4-14-2 取締役・監査役のトレーニング方針】

当社は、取締役および監査役に求められる責務を適切に果たすため、その役割・責務に必要な知識の習得を支援します。新任役員は、適宜、役
員としての基礎的な知識を習得・更新するために所定の研修を受講し、重任の役員は、経営戦略、財務、会計、人事、組織等に関わる所定の研
修を受講します。また、年に数回開催する執行役員を含む全役員が参加する執行役員会において、当社の経営、業務執行に関係する会計制度、
人事制度、コンプライアンス、インサイダー取引等の制度に関する研修や経営戦略に係る研修を実施します。

（『基本方針』第27条）

【原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針】

株主との対話全般については、IRを担当する部門長またはIR担当取締役が統括します。

IR担当部門長等は、株主との対話に必要有益な情報を多く保有するIR担当部門と総務部、経理部、法務部、人事部等と緊密に連携することで、適
時適切に必要有益な情報を提供するように努めます。また、株主から当社が受領する有益な情報・意見・助言は、IR担当部門長等から経営トップ
および取締役会へ定期的また随時報告します。さらに、インサイダー情報は、『内部情報管理規程』に基づき経営企画部で一元的に登録・管理し
ます。IR担当部門長等は、登録情報にアクセスすることにより、対話時点でのインサイダー情報の登録状況を確認でき、株主との対話に際して意
図しないインサイダー情報の漏えいを防止する仕組みを維持するとともに、決算発表前は「沈黙期間」を設定し投資家との対話を制限します。社長
および担当役員が出席するアナリスト、機関投資家向けの説明会を適宜開催するとともに、合理的な範囲内で機関投資家等との面談、電話取材
に応じます。個人投資家からの問い合わせには、平易な説明に努めます。（『基本方針』第33条第2項）
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２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,766,800 5.28

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 3,042,000 4.27

日機装持株会 2,689,457 3.77

株式会社みずほ銀行 2,500,000 3.51

ジェーピー　モルガン　チェース　バンク　385632 2,101,200 2.95

三井住友海上火災保険株式会社 1,966,000 2.76

日機装従業員持株会 1,749,660 2.45

富国生命保険相互会社 1,700,000 2.38

日本生命保険相互会社 1,650,000 2.31

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,622,735 2.27

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 精密機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

長友　英資 他の会社の出身者 △

広瀬　晴子 その他

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

長友　英資 ○

長友英資氏は、㈱東京証券取引所の出
身者であり、当社は同社に上場手数料を
支払っていますが、その額および性質に
照らして、株主・投資家の判断に影響を及
ぼすおそれはないと判断しています。

社外取締役 長友英資氏は、㈱東京証券取引

所常務取締役(最高自主規制責任者)、金融庁
企業会計審議会委員および公益財団法人 財

務会計基準機構理事などを歴任し、財務・会計
に関する相当程度の知見に加え、コーポレー
ト・ガバナンス、グループ・ガバナンス、リスク・
マネジメントに精通するとともに、国際経験も豊
富です。経営に対する社外取締役の責務を踏
まえ、取締役会において、あるいは経営陣に対
して、海外拠点のグループ・ガバナンス、リスク
管理、グループ資金活用、投資効率、株主還
元、IR活動、役員報酬、人材育成、労務問題な
ど幅広い観点から有益な助言を期待していま
す。



広瀬　晴子 ○ ―――

社外取締役 広瀬晴子氏は、国際連合において

人事、財務、工業開発などに功績を残し、また
世界的に活躍する人材を育成する活動にも尽
力しています。当社取締役会の機能の実効性
確保、女性の活躍促進を含む多様な人材が適
材適所で活躍できるグループ環境の構築など
に関して、有益な助言を期待しています。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役と外部会計監査人は定期的に会合を持ち、監査役は外部会計監査人の監査体制、監査計画、監査実施状況などを確認しています。

日常の監査においても、必要に応じ、適宜情報交換、意見交換を行なっています。また、監査役と当社内部監査部門である内部監査室は、

定期的また随時打ち合わせを行ない、監査計画、監査スケジュール、監査対象などの確認、調整を行なっています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

中久保　満昭 弁護士

棟田　裕幸 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



中久保　満昭 ○ ―――

社外監査役 中久保満昭氏は、弁護士として主

に役員の責任に関する係争、著作権法関連業
務、自動車に関するPL相談、不正競争防止法
関連業務、不動産関連業務などの分野で活躍
しています。当社の社外監査役在任期間にお
いて、労務問題、海外法規制、個人情報管理、
投資効率、新規事業進出、コンプライアンス、
コーポレート・ガバナンスなど幅広い観点から、
有益な提言等がありました。当社の業務執行
から独立した客観的かつ専門的立場から取締
役の意思決定と職務執行を監査する役割を十
分に果たし、また当社グループの持続的な成
長を促し中長期的な企業価値の向上を図る観
点から、有益な提言等が期待できます。

棟田　裕幸 ○ ―――

社外監査役 棟田裕幸氏は、長年にわたり、公

認会計士・税理士として活躍し、財務・会計およ
び企業経営に関する豊富な知見を有していま
す。当社の業務執行から独立した客観的かつ
専門的立場から、取締役の意思決定と職務執
行を監査する役割を十分に果たすとともに、財
務・会計および企業経営に関する幅広い知見
に基づき企業経営に関わるリスクの指摘や助
言を期待しています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員の全員を独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

ストックオプション制度

（1）社内取締役に株式報酬型ストックオプションを付与することにより、取締役の報酬と当社の業績および株式価値との連動性をいっそう強

め、取締役が株価上昇による経済的利益のみならず株価下落による損失までも株主と共有することで、当社の中長期的な業績向上と企業

価値向上への貢献意欲や士気を高めることを目的とします。

（2）2012年6月26日開催の第71回定時株主総会の決議に基づき、取締役の報酬等の額の範囲内（年額280百万円以内）で年20個（20,000

株）を上限として、株式報酬型ストックオプション（新株予約権）を取締役（社外取締役を除く）に付与しました。また、2014年6月25日開催の第

73回定時株主総会の決議により、年間付与数の上限を40個（40,000株）に変更しました。

ファントムストック制度

2016年4年、前中期経営計画「日機装2020」の達成および企業価値向上に向けたインセンティブとして、「自社株連動型報酬」（ファントムストック・
プラン）を導入しました。株価上昇相当額の金銭を対象者（社外取締役を除く取締役、執行役員、関係会社の役員など当社グループの経営幹部）
に給付するものです。なお、給付するファントムストック（仮想株式）は、合計50万株程度を予定します。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

該当項目に関する補足説明

2012年の導入後これまでに、次の通り、社内取締役に対してストックオプションを付与しています。

第1回（2012年）：新株予約権20個（普通株式20,000株）

第2回（2013年）：新株予約権20個（普通株式20,000株）

第3回（2014年）：新株予約権30個（普通株式30,000株）

第4回（2015年）：新株予約権28個（普通株式28,000株）

第5回（2016年）：新株予約権37個（普通株式37,000株）

第6回（2017年）：新株予約権34個（普通株式34,000株）



第7回（2018年）：新株予約権30個（普通株式30,000株）

第8回（2019年）：新株予約権29個（普通株式29,000株）

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書、事業報告において、取締役および監査役の年間報酬総額を記載しています。

79期事業報告には、2019年12月期に係る取締役の年間報酬総額は190百万円（基本報酬107百万円　賞与50百万円　ストックオプション32百万
円）、監査役の年間報酬総額45百万円（基本報酬のみ）と記載しています。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬等は、株主総会で決議された報酬額の総額を上限として、取締役会で決定します。監査役の報酬等は、株主総会で決議された報酬
等の総額を上限として、監査役の協議により決定します。

取締役の報酬については、持続的な企業価値の向上を目指す取締役の職責の対価として適切な報酬となるよう、会社業績のほか職務の内容・
執行状況を総合的に勘案し、決定しています。また、取締役の報酬等に関する原案は、事前に独立社外役員に対してこれを説明し、その助言をう
けたうえで、取締役会に上程します。取締役の報酬等の具体的配分については、上述の方針に基づき決定することを前提に、取締役会で代表取
締役に一任しています。

株式報酬としては、中長期のインセンティブとすべく、2012年に株主総会の承認を得て、株式報酬型のストックオプションを導入しています。

なお、2006年3月6日開催の取締役会において、取締役および監査役の報酬体系を見直し、役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、同年6
月23日開催の定時株主総会で、在任期間に対する役員退職慰労金の打ち切り支給を決議しました。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役・社外監査役に対するサポート体制の概要は次のとおりです。

・取締役会・監査役会の年間審議主要項目・開催日時の計画を期初に通知

・社内規程、制度の説明

・会議案件・資料の事前説明

・サポートを担当する当社従業員(監査役室・経営企画部・秘書室・経理部）を配置

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（1）取締役会

取締役会は、効率的かつ実効的なコーポレート・ガバナンスの実現を通じて、当社グループを持続的に成長させ、中長期的な企業価値の最大化
を実現するため、次の役割を担います。

・経営戦略等の経営の大きな方向性を示すこと

・迅速・果断な経営判断を支える社内体制を整備すること

・経営全般に対する監督機能を発揮して経営の公正性・透明性を確保すること　



現在、取締役会は7名の取締役（うち社外取締役は2名）で構成しています。

原則として毎月1回定例の取締役会を開催し、また迅速で効率的な意思決定を行なう観点から随時書面決議を行なっています。個別の業務執行
はできるかぎり執行部門に委譲することで、迅速・果断な意思決定を支えるとともに、取締役会が上記の役割に専念できる環境を整えています。
今後も経営の監督と執行の分離の観点から、取締役会付議基準の最適化を進める方針です。

（2）執行役員制度、部門・事業本部制

迅速・果断な意思決定を行なえる社内体制を構築すべく、執行役員制度および部門・事業本部制を採用しています。社長、副社長および執行役員
を主要な構成員とする経営会議を設置し、取締役会付議事項を含む重要な業務執行について審議を行ないます。業務執行を統括する組織とし
て、工業部門、航空部門、医療部門、コーポレート部門の各部門を設置しています。また、当社は多様な事業を手がけることから、部門の傘下に
事業本部を設置することで、各事業と市場に精通した業務執行者に当該事業を委ね、市場に近いところで迅速な意思決定ができるようにしていま
す。現在は、産業用ポンプ・コンプレッサー、発電プラント向け水質調整装置、電子部品製造関連装置等を主要な製品とするインダストリアル事業
本部、民間航空機向け炭素繊維強化樹脂（CFRP）成型品を主要な製品とする航空宇宙事業本部および血液透析、腹膜透析、CRRT（急性血液浄
化療法）関連製品を主要な製品とするメディカル事業本部の3つの事業本部を設けています。

（3）監査役および監査役会

監査役・監査役会は、取締役・取締役会から独立した立場で、取締役・取締役会がその責務として職務を適法・適切に果たすことを監査することが
主な責務です。現在、監査役会は4名の監査役（うち社外監査役は2名）で構成しています。原則として、毎月1回定例の監査役会を開催し、監査方
針、各監査役の業務分担、具体的実施事項、監査役の監査報告の聴取、取締役・執行役員等からの業務執行状況の聴取等を行ない、適宜、そ
の結果を取締役会に報告しています。

また、定例の監査役会には、社外取締役２名も同席し、取締役会付議事項や業務執行等に関わる情報を共有し、意見を交換します。監査役は、
取締役会において、また経営陣に対して適切に意見を述べています。

（4）外部会計監査人監査

取締役会は、外部会計監査人による高品質な会計監査を確保するため、十分な監査時間の確保および外部会計監査人の当社経営陣幹部との
面談等の確保に努めています。また、外部会計監査人が不正を発見し適切な対応を求めた場合、財務を担当する取締役はこれを直ちに代表取
締役社長および独立社外役員に報告するとともに、指摘を受けた事項を検証し、必要に応じ検証結果を適時適切に開示します。現在、会計監査
について有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、決算時の監査および必要に応じて適宜会計全般に関する助言を受けています。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査役設置会社として、上記のコーポレート・ガバナンス体制を選択しています。

（1）透明・公正な意思決定を実現するため、自ら監査を行なう常勤の監査役と独立社外役員、内部監査部門・外部会計監査人の連携による経営
の実効的な監督・監査の体制を整備・充実させます。

当社グループの事業、組織および財産に精通している常勤の監査役が、自ら会社の業務・財産の調査等を行なうことにより、独立社外役員による
経営の独立・客観的な監督を実効的に補完するとともに、外部会計監査人・社内の内部監査部門との監査における有機的な連携の実現を期待し
ます。また、独立社外役員による監督の実効性の観点から、独立社外役員に対する業務執行に関する情報提供は不可欠となりますが、当社グ
ループの事業等に精通する常勤の監査役の存在は、かかる情報提供の実質化に寄与しています。

（2）迅速・果断な意思決定を実現するため、監査役設置会社として関係法令の許容する範囲内で個別の意思決定権限を取締役会から執行部門
に委譲します。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

当社は、株主が株主総会議案の十分な検討期間を確保することができるように、定時株
主総会の招集通知の早期発送に努めています。2020年3月27日開催の当社第79回定時
株主総会にかかる招集通知は2020年3月9日付で発送しており、発送前に㈱東京証券取
引所、議決権電子行使プラットフォームおよび当社ホームページにより招集通知を公表し
ます（本年の公表日は3月2日（月））。

電磁的方法による議決権の行使
株主の議決権行使を容易にするため、2003年から、インターネットによる議決権行使の方
法を導入しています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

国内外の機関投資家の議案検討期間を拡大し、議決権行使の環境を改善するため、
2007年から、議決権電子行使プラットフォームへ参加しています。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の要約を英文で作成し、㈱東京証券取引所、議決権電子行使プラットフォーム
および当社ホームページのグローバルサイトに掲載しています。

その他
総会に出席する株主の理解を助けるため、ナレーションと映像を使い事業報告・計算書類
の説明を行ないます。他方、対処すべき課題については社長自ら出席株主に対して説明
しています。また、総会終了後に工場見学会等を開催しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

社長および担当役員が出席して、年2回、アナリスト、機関投資家向けの説

明会を開催しています。
あり

IR資料のホームページ掲載
有価証券報告書、臨時報告書、招集通知、決算短信、決算説明会資料、

財務諸指標の推移などを積極的に当社ホームページに掲載しています。

IRに関する部署（担当者）の設置

IR担当部門長等は、IRに関する必要有益な情報を多く保有するIR担当部門と

総務部、経理部、法務部、人事部の属する業務本部等と緊密に連携すること
で、適時適切に必要有益な情報を提供するように努めます。また、株主から当
社が受領する有益な情報・意見・助言は、IR担当部門長等から経営トップおよ
び取締役会へ定期的また適宜報告します。さらに、インサイダー情報は、「内
部情報管理規程」に基づき情報管理担当者が適切に管理します。IR担当部門
長等は、登録情報にアクセスすることにより、対話時点でのインサイダー情報
の登録状況を確認でき、株主との対話に際して意図しないインサイダー情報の
漏えいを防止する仕組みを維持するとともに、決算発表前は「沈黙期間」を設
定し投資家との対話を制限します。社長および担当役員が出席するアナリス
ト、機関投資家向けの説明会を適宜開催するとともに、合理的な範囲内で機関
投資家等との面談、電話取材に応じ ます。個人投資家からの問い合わせに

は、平易な説明に努めます。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

『日機装グループのコーポレート・ガバナンス基本方針』において、「社会の一員として健全
な社会倫理・価値観を社会と共有しながら、法令・定款・社会規範を遵守し、株主、顧客、
従業員とその家族、取引先、債権者などの当社グループの利害関係者と良好な関係を構
築」すること、および「利害関係者の利益を尊重し、適切に協働」することを当社グループの
コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方とする旨を規定しています。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

【環境保全活動】

（1）温室効果ガス総排出量の削減、廃棄物のリユース・リサイクル率の向上に向けての継
続

的活動を実施しています。

（2）石川県の金沢製作所では、金沢テクノパークで操業する企業とともに、春と秋の年2
回、森づくり活動を行っています。

【CSR活動】（研究・文化支援活動）

（1）公益財団法人『宗桂会』（そうけいかい）の活動を通して、金沢の伝統工芸『加賀象嵌
（ぞうがん』の保存・普及の支援を行なっています。

（2）一般財団法人『一樹（いちじゅ）工業技術奨励会』を通して、工業技術の進歩・発展に貢
献する目的で、国内外の大学、研究機関、学術研究者、学生等の有意義な研究に対して
助成を行なっています。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

（1）取締役会は、会社法その他の適用のある法令に基づき、当社グループのリスク管理、
内部統制システム、法令遵守等に関する当社の方針を決定し、適時適切に開示します。

（2）取締役会は、会社法および金融商品取引法その他の法令ならびに金融商品取引所規
則に従って、公正、詳細、かつ平易な方法によって、財務および業務に関する事項を開示
します。

（3）前2項にかかわらず、当社の経営や事業に対する、中長期的な投資方針を有する株主
をはじめとする利害関係者の理解を深めるために有益と当社が判断する財務および業務
に関する事項の開示についても、適切に取り組んでいます。

その他
当社グループは、グループ内の異なる経験、技能、属性を反映した多様な視点や価値観
の存在が持続的成長を達成する強みになるとの認識のもと、今後も積極的に、女性の活
躍の促進をはじめ、多様な人材が適材適所で活躍できる環境の構築に努めます。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

日機装株式会社（以下「当社」といいます。）は、会社法および会社法施行規則に基づき、以下のとおり、内部統制基本方針を定めています。

1.　グループ内部統制

当社は、当社グループが社会の一員として健全な社会倫理・価値観を共有し、法令・定款・社会規範を遵守して、ステークホルダーとの良好な関
係を構築するとともに、人々の良質な暮らしの実現のために、暮らしの根幹分野で創造的な貢献を果たすことを企業理念とする。この企業理念の
もと、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現することを目的として、当社グループの内部統制体制を整備する。

(1) 当社および当社子会社の取締役・従業員の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

1) 当社は、内部統制担当の取締役を委員長、部門長、本部長等を委員とする全社的な「内部統制委員会」を組織し、次のとおり、当社グループの

コンプライアンス体制を整備する。

①「内部統制委員会」に「コンプライアンス担当委員」を置き、当社グループにおけるコンプライアンスを徹底するための諸施策の策定・実施につい
て中心的役割を果たす。部門長、本部長等は「コンプライアンス統括責任者」となり、自ら統括する部門等における前記諸施策の実施につき権限
を有し、責任を負う。さらに、「内部統制委員会」のもとに、実務組織として「リスク管理・コンプライアンス委員会」を設置し、当社グループにおける
「コンプライアンス・プログラム」の推進および啓蒙活動を実施するとともに、重大なコンプライアンス違反が発生した場合の有事対応を支援する。

②当社グループの役職員が企業人としての良心にしたがい、社会へ貢献するために守るべき基本的な事項を定めた「日機装グループ　グローバ
ル行動規範」（以下「グループ行動規範」という。）を制定する。「グループ行動規範」を定着させるため、当社グループ内でコンプライアンス研修を
継続的に実施し、遵守状況を定期的に検証する。

③透明で公正なグループ経営を目指し、当社グループの従業員が、当社グループにおける法令違反等の事実を発見した場合に、直接、匿名また
は実名で、社外の弁護士等の専門家に通報できる「内部通報制度」を国内外で整備する。

2) 当社は、社長直轄の内部統制室を設け、内部統制体制の維持、発展を推進する。

3) 当社は、内部監査規程に基づき、内部監査部門として社長直轄の内部監査室を置き、当社のみならず、当社子会社をも対象とした内部監査の

基本方針の作成、年間監査計画の策定、実施等を行なう。

4) 当社の取締役が、他の取締役の法令、定款の違反行為を発見した場合は、ただちに取締役会に報告するよう徹底する。

5) 当社は、一般株主との利益相反が生ずるおそれのない、専門的な知識を有する社外取締役および社外監査役により、経営の意思決定・業務

執行を監督・監査する体制を強化する。

6) 当社は、取締役会規程、権限規程等において、取締役会の承認を得なければならない事項を定め、各業務執行者が独断で業務を決定・執行

できない体制を維持する。さらに社長は、コンプライアンス体制に関する事項を含め、取締役会に対して、定期的に業務執行報告を実施する。ま
た、海外子会社の会計処理にも専門性を発揮できる外部会計監査人を選任し、緊密な情報交換のもとに適正な会計処理ができる体制を維持す
る。

7) 当社は、「内部統制委員会」の活動として、 金融商品取引法に基づき、財務報告の信頼性を確保する体制を整備、運用し、評価する。

8) 当社グループは、反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、不当な要求は毅然とした態度で拒絶するとともに、反社会的勢力の排除に向けて組

織的に取り組む。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

1) 株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録（それぞれの電磁的記録を含む。）は、法令および社内関連規程に基づき、適切に作成

し、保存する。

2) 社長を最終決裁者とする社長決裁伺書は、権限規程および社長決裁細則に基づき、発議部署において、原本またはその電磁的記録により、

決裁または報告の日から所定の期間保存する。

(3) 当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1)「内部統制委員会」に「リスク管理担当委員」を置き、リスク管理を徹底するための諸施策の策定・実施について中心的役割を果たす。部門長、
本部長等は「リスク管理統括責任者」となり、自ら統括する部門等における前記諸施策の実施につき権限を有し、責任を負う。さらに「リスク管理・
コンプライアンス委員会」は、当社グループにおける「リスク管理・プログラム」の推進および啓蒙活動を実施するとともに、重大なリスク事象が発生
した場合の有事対応を支援する。

2)当社は、当社グループに関わる災害リスク、製造物責任リスク、与信リスク、インサイダー取引リスク、不正輸出リスク、個人情報漏洩リスク等の
個別のリスクを管理する実効性のある規程・体制を整備する。

3) 当社は、不測の事態が発生した場合には、社長または担当取締役を本部長とする対策本部を設置し、必要に応じて顧問弁護士等を含む外部

専門家の助力を得て、迅速な対応を行ない、損害の拡大を最小限にとどめる体制を維持する。また、開示を必要とする事項については、適時かつ
正確に開示できる体制を維持する。緊急事態の発生時のために、全社緊急連絡網を維持する。

(4) 当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

1) 当社は、法令に定める事項その他の重要な業務執行を審議するため、取締役会を原則として月１回、さらに必要に応じて随時開催する。機能

的に経営に関する意思決定を行ない、これを執行するため、部門・事業本部制を維持する。部門のそれぞれに、その業務の執行について責任を
負う部門長を任命するとともに、部門傘下の本部のそれぞれに、その業務の執行について責任を負う本部長を任命する体制を維持する。

2) 当社は、当社グループの中期経営計画に基づき、各本部で毎期作成する業務計画において、それぞれの経営上の課題、目標、指標を明確に

する体制を維持する。さらに、各本部での方針管理のもとに展開し、達成に向けて、業務計画を具体化する。当社子会社は、業務執行にあたっ
て、所属本部の業務計画を反映した独自の業務計画を作成し、目標の達成度の管理を行なう。各業務計画は、四半期ごとに、社長および取締役
等によって構成される審議会議において、各本部との間で、進捗状況を検証する体制を維持する。

3) 当社は、経営方針・経営戦略に係る重要事項の決定については、取締役会の審議を経ることに加えて、必要に応じて事前に社長および取締役

等によって構成される経営会議における審議を経る体制を維持する。

4) 当社は、社長を最終決裁者とする事項と、部門長・本部長に権限委譲する事項、当社が決裁すべき事項と当社子会社に権限委譲する事項を

明確に区分し、統制のとれた効率的で迅速な意思決定と業務執行を確保する。部門長・本部長、当社子会社社長は、当社社長から権限委譲され
た事項の執行について、さらに下位に職務権限を委譲し、意思決定と業務執行の効率性と迅速性を加速させる。

5) 財務上の主要情報は、ＩＴを活用したシステムにより迅速にデータ化し、当社の社長、取締役、部門長および本部長が現状を把握することができ



る体制を維持し、さらに強化する。

(5) その他の当社および当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

1) 当社の取締役会規程および権限規程により、子会社の経営に関して当社の決裁・報告を要する事項およびその決裁者・報告先を明確にする。

2) 当社子会社の業務に対しても、当社の監査役、内部監査室および外部会計監査人による監査を計画的に実施する。

2.　監査役監査を支える体制

当社は監査役会設置会社として、監査役の監査の実効性を確保するため、監査役監査を支える体制を整備する。

(1) 監査役の職務を補助すべき従業員に関する事項

1) 当社は、監査役の求めに応じて、監査役の職務を補助するため、監査役室を設置する。

2) 監査役室に所属する監査役の職務を補助する従業員（以下「監査役職務補助従業員」という。）は、監査役が指示した業務については監査役

以外の者からの指揮命令を受けない。

3) 監査役職務補助従業員の人事異動・人事評価等については、監査役の同意を要する。

4) 監査役職務補助従業員は、監査役の監査の実効性を確保する観点から、当社グループの事業、財務、会計、コンプライアンス等に関する一定

程度の知見を有する者とする。

(2) 監査役への報告に関する体制

1) 当社の部門長、本部長、当社子会社社長が当社社長あてに定期的に行なう業務報告（業務の執行状況、コンプライアンス、リスク管理に関する

事項を含む。）は、常時常勤監査役に対しても配信する体制を維持する。また、監査役がいつでも必要に応じて当社の取締役および従業員に対し
て報告を求めることができる体制を維持する。

2) 監査役と当社子会社の監査役等が出席する「監査役連絡会」において、当社子会社の事業、コンプライアンスの状況等を当社監査役に定期的

に報告する体制を維持する。

3) 監査役が、外部会計監査人、内部監査室と適宜協議を行ない、当社子会社の監査情報の共有を促進する体制を維持する。

4) 監査役へ報告を行なった当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行なうことを禁止するとともに、これを

当社グループに周知徹底する。

(3) 監査役の職務執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る

方針に関する事項

監査役がその職務の執行について当社に対して会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該
請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じる。

(4) その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

監査役が、実効的に監査機能を果たすのに十分な経営情報を入手できるよう、主要な会議（経営会議等）を含む任意の会議に出席できる体制を
維持する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社では内部統制基本方針にて、反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、不当な要求は毅然とした態度で拒絶するとともに、反社会的勢力排除
に向けて組織的に取り組んでいます。コンプライアンス規程においては、代表取締役を最高責任者とするコンプライアンス徹底を図るための体制
等を確立しています。また、反社会的勢力排除に関する内容を含む「日機装グループ グローバル行動規範」を周知徹底の上、役職員が遵守を誓

約しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

【株式会社の支配に関する基本方針の内容】

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の向上と株主共同の利益を確保するため、株式市場における自
由かつ公正な取引を通じて構成される株主の意思に基づき決定されるべきと考えています。なお、現在当社は買収防衛策を導入していません。

【当社の取り組みの具体的内容】

（1）当社は、2025年12月期を最終事業年度とする６ヵ年の中期経営計画「Nikkiso 2025」および当社グループの企業統治に関する基本方針を掲げ

た「日機装グループのコーポレート・ガバナンス基本方針」の着実な遂行・実施により、中長期的な企業価値の向上および株主共同の利益の維
持・向上に努めます。

（2）短期的な利益や一部の株主の利益を優先する動きが生じる場合など、当社の企業価値と株主共同の利益が損なわれるおそれのある行為に
対しては、当社は企業価値および株主共同の利益の維持・向上の観点から、金融商品取引法など関係する法令に従い、当社株式の大量取得行
為等についての是非を株主が適切に判断するために必要かつ十分な情報の開示を求めるとともに、その検討のために必要な時間の確保に努め
ます。また、仮に、当社取締役会が大量取得者等による当社株式の大量取得行為等が当社の企業価値・株主共同の利益に反すると判断する場
合にはこれを防ぐべく、関係法令によって許容される合理的な対抗措置を講じます。

　なお、大量取得者等に対する対抗措置に係る当社取締役会の判断が恣意的になることを防止するため、一般株主との利益相反が生ずるおそ
れのない、独立社外取締役を２名以上選任します。

【当社の取り組みに対する取締役会の判断とその理由】

当社取締役会は、前記の取り組みについて、合理的かつ妥当な内容であって、前記の基本方針に沿っており、したがって当社の株主の共同の利
益を損なうものではなく、かつ当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しています。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は、金融商品取引法に違反する内部者取引を未然に防止するとともに、有価証券上場規程に基づいて適時開示を適切に行なうことにより、
証券市場の信頼を確保することを目的として、『内部情報管理規程』を制定し、概要は次のとおり、内部者取引規制上の重要事実および適時開示
に該当すべき情報（以下「本情報」といいます。）を網羅的、包括的に管理しています。

（1）本情報の管理責任者を設置

本情報の管理責任者として、「情報管理担当者」および「情報統括責任者」を設置します。

（2）「情報管理担当者」の権限等

1）「情報管理担当者」は、自己の担当事業・業務につき、本情報を早い段階で網羅的に把握し、「情報統括責任者」へ報告し、その後これを一元的
に管理する責務を負います。

2）「情報管理担当者」には、原則として、部門長、本部長がその任に当たります。

（3）「情報統括責任者」の権限等

1）「情報統括責任者」は、本情報の「判定」「登録」「管理開始決定」「管理解除決定」「適時開示決定」等を行なう責務を負い、本情報を統括して管
理します。

2）「情報統括責任者」には、社長が指名する者がその任に当たります。

（4）適時開示の責任部署

1）適時開示項目に応じて、経理部、経営企画部および総務部が開示の責任部署となります。

2）適時開示の責任部署は、適時開示項目に応じて、本情報の公表の要否等に関する、取締役会および「情報統括責任者」の決定に従い、適時開
示を実施します。
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